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明 細 書

発明の名称 ：光半導体装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、有機エレク トロル ミネッセンス等の光電変換素子を用いた光半

導体装置に関する。

背景技術

[0002] 照明装置のエネルギー効率を改善すべ く、白熱球や蛍光灯に代わる光源の

研究開発が進められている。最近では高輝度 L E D (発光ダイォ一 ド）などが

候補のひとつとして有力視されており、実際に応用製品が商品化されている

。そ して、それを追う形で有機エレク ト口ル ミネッセンス （以下有機 E L と

称する）を用いた照明も商品化が見え始めている。

[0003] L E D 照明は発光素子が点のように発光するため光を何 らかの方法で拡散

させる必要がある。これに対 して、有機 E L 照明はパネル自体が発光するの

で、広 く均一な光を得ることができるといったメリッ トがある。また、パネ

ルが非常に薄型であり、壁や天井などにパネルを張 り付けることで部屋の壁

面そのものを照明にすることも可能であり、またプラスチック基板のパネル

を用いることにより曲面に張 り付けることもできる。

[0004] また、 L E D 照明では発光素子自体の青色光と、青色光が蛍光体に当たる

ことで得 られる黄色系の光によって白色光を得ている。これに対 して有機 E

L 照明では例えば赤、緑、青の発光層を積層あるいは並置することで白色光

を得ることができる。これにより自然でやわ らかい色合いでかつ紫外線も含

まない目にやさしい光を得ることができる。各色の層厚を変えることで色温

度の異なるパネルを製造することも可能である。

[0005] 特許文献 1 には、フレキシブル基板上に形成された有機 E L 素子を供給 口

—ルと巻き取 りロールに収納可能とした照明システムが開示されている。フ

レキシブル基板を巻き取 りロールに巻き取ることにより、フレキシブル基板

の表側に形成された正電極と負電極がフレキシブル基板の裏面側に形成され



たス トライ プ状の電極 によ り短絡状態 とされ 、巻 き取 りロール に巻 き取 られ

た有機 E L 素子が非発光 となる ことが記載 され ている。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献 1 ：特 開 2 0 0 9 _ 1 7 6 6 3 3 号 公報

発 明の概要

発 明が解決 しょ うとす る課題

[0007] 有機 E L 素子 を用 いた照明装置 においては、他の照明装置 と同様 、有機 E

L 素子の故障または劣化 によって所望の輝度が得 られ な くな った場合 には有

機 E L 素子 を新 しいものに交換す る必要が ある。交換 に際 しては、新 しい有

機 E L 素子の購入や設置 、使用済み有機 E L 素子の取 り外 しや廃棄 といった

作業が必要 とな り、交換作業に手間 と時間 を費やす こととなる。 と りわ け有

機 E L 素子 は蛍光灯な どの他の光源 デ / くィス と比較 して寿命が短 く交換頻度

は高 まると、ユーザ に とって使 い勝手が悪 いもの とな って しま う。

[0008] また、特許文献 1 に記載 され るよ うに、供給 ロール と巻 き取 りロールの間

の領域 を面状光源 と して使用す る場合、 フ レキ シブル基板の巻 き取 り量 に応

じて各 ロールの径が変動 し、発光面の向きも変動す る こととなる。照明装置

の光取 り出 し面に対 して有機 E L 素子が正対 していないと、光の取 り出 し量

が減少 して しまい効率が低下す る。従 って、特 にフ レキ シブル基板 を用 いた

有機 E L 照 明装置 においては、照明装置の光取 り出 し面 と有機 E L 素子 とを

平行 に保っための機構が必要 となる。

[0009] また、特許文献 1 に記載の照明システムの構成 によれ ば、巻 き取 りロール

に巻 き取 られた有機 E L 素子 以外 は、発光状態 となる。すなわ ち、供給 ロ ー

ル に蓄積 された有機 E L 素子 を未使用状態で保管 してお くといった使 い方が

できない。従 って、照明光源 と して機能 していない供給 ロール に蓄積 された

有機 E L 素子 も劣化が進行 して しま う。

[001 0] また、特許文献 1 に記載の照明システムにおいては、有機 E L 素子の通電



を制御す るために、フ レキシブル基板の両面に電極 を形成す る必要がある。

また、巻 き取 った ロールの径が変化 した場合でも、巻 き取 りによって電極間

の短絡 を可能 とす るべ くス トライプ状の電極 をフ レキシブル基板の全長に亘

つて形成す る必要があ り製造 コス 卜が増加す る。

[001 本発明は、上記 した点に鑑みてな された ものであ り、比較的簡便な構成で

光電変換素子の交換作業を簡略化す ることができる光半導体装置 を提供す る

ことを目的 とす る。

課題 を解決するための手段

[001 2 ] 本発明の光半導体装置 は、表面に複数の光電変換素子および前記複数の光

電変換素子の各々に接続 された素子電極 を有す るフ レキシブル基板 と、前記

複数の光電変換素子の配列方向に沿 って前記 フ レキシブル基板 を移動せ しめ

、前記光電変換素子の少な くとも 1 つを使用位置 に位置決めす る位置決め手

段 と、前記 フ レキシブル基板が摺動可能に当接 され、前記 フ レキシブル基板

の移動 をガイ ドす る基板ガイ ドと、を含み、前記基板ガイ ドは、前記使用位

置 において前記素子電極 と接触す る導電部 を有す ることを特徴 と している。

図面の簡単な説明

[001 3 ] [ 図 1] 図 1 ( a ) は本発明の実施例 に係 る照明装置の構成 を示す斜視図である

。図 1 ( b ) は図 1 ( a ) における 1 b _ 1 b 線に沿 った断面図である。

[図2 ] 本発明の実施例 に係 るフ レキシブル基板上に形成 された有機 E L 素子 を

示す斜視図である。

[図3 ] 本発明の実施例 に係 る有機 E L 素子の構造 を示す断面図である。

[図4 ] 図 4 ( a ) 〜 （c ) は本発明の実施例 に係 る素子電極の配置のバ リエ一

シ ヨンを示す平面図である。

[図5 ] 本発明の実施例 に係 る制御部の構成 を示す ブロック図である。

[図6] 図 6 ( a ) は本発明の実施例 に係 る照明装置の部分的な構成 を示す平面

図である。図 6 ( b ) は本発明の実施例 に係 る制御部の構成 を示す ブロック

図である。

[図7] 図 6 ( a ) は本発明の実施例 に係 る照明装置の部分的な構成 を示す平面



図である。図 6 ( b ) は本発明の実施例 に係 る制御部の構成 を示す ブロック

図である。

[図8 ] 図 6 ( a ) は本発明の実施例 に係 る照明装置の部分的な構成 を示す平面

図である。図 6 ( b ) は本発明の実施例 に係 る基板上分離電極のパ ター ンを

示す図である。

[図9] 本発明の実施例 に係 る照明装置の部分的な構成 を示す平面図

[図 10 ] 図 1 0 ( a ) は本発明の実施例 に係 る照明装置の構成 を示す斜視図で

ある。図 1 0 ( b ) は図 1 0 ( a ) における 1 0 b _ 1 0 b 線に沿 った断面

図である。図 1 0 ( c ) は本発明の実施例 に係 るガイ ドの構成 を示す平面図

である。

[図 11] 本発 明の実施例 に係 る制御部の構成 を示す ブロック図である。

[図 12] 本発明の実施例 に係 る表示装置の構成 を示す平面図である。

[図 13] 本発明の実施例 に係 る制御部の構成 を示す ブロック図である。

[図 14] 本発明の実施例 に係 る太陽光発電装置の構成 を示す斜視図である。

[図 15] 本発明の実施例 に係 る光起電力素子の構成 を示す断面図である。

[図 16] 本発明の実施例 に係 る制御部の構成 を示す ブロック図である。

発明を実施するための形態

[001 4] 本発明の光半導体装置 は、表面に複数の光電変換素子および複数の光電変

換素子の各々に接続 された素子電極 を有す るフ レキシブル基板 と、複数の光

電変換素子の配列方向に沿 ってフ レキシブル基板 を移動せ しめ、光電変換素

子 を使用位置 に位置決めす る位置決め手段 と、フ レキシブル基板が摺動可能

に当接 され、フ レキシブル基板の移動 をガイ ドす る基板ガイ ドと、を含む。

基板ガイ ドは、使用位置 において素子電極 と接触す る導電部 を有す る。

[001 5] このような本発明の構成によれ ば、フ レキシブル基板の移動および位置決

めが 自動化 され、光電変換素子の交換作業の簡略化 を図ることが可能 となる

。また、基板ガイ ドは、使用位置 において素子電極 と接触す る導電部 を有す

る故、フ レキシブル基板の移動 をガイ ドす るガイ ド機能のみな らず光電変換

素子 との間で電力の授受を行 う電力伝達機能 を有 をも有 し得 る。 このように



基 板 ガイ ドが複 数 の機 能 を持 つ ことに よ り、装置 の構 成 を簡 略化 す る ことが

可 能 とな る。

[001 6 ] 以下 、本発 明の実施例 につ いて 図面 を参 照 しつ つ説 明す る。 尚、 以下 に示

す 図 に お いて 、実 質 的 に 同一 又 は等価 な構 成 要 素 、部 分 に は 同一 の参 照 符 を

付 して い る。

実施例 1

[001 7] 図 1 ( a ) は 、本発 明の実施例 に係 る光 半 導体 装置 と しての照 明装置 1 の

構 成 を示す 斜視 図 、 図 1 ( b ) は 、 図 1 ( a ) に お ける 1 b _ 1 b 線 に沿 つ

た 断 面 図 で あ る。 図 2 は、本発 明の実施例 に係 る照 明装置 1 を構 成 す る フ レ

キ シ ブル 基 板 1 0 上 に形成 され た複 数 の有機 E L 素 子 2 0 を示す 斜視 図 で あ

る。

[001 8] フ レキ シ ブル 基 板 1 0 は、ポ リ力一 ポ ネー トや ポ リエチ レンテ レフタ レ一

ト （P E T ) 等 の 良好 な可撓 性 を有 す る プラス チ ック材 料 に よ り構 成 され る

。 図 2 に示す よ うに、 フ レキ シ ブル 基 板 1 0 上 に は、光 電 変換 素 子 の 一種 で

あ る複 数 の有機 E L 素 子 2 0 が フ レキ シ ブル 基 板 1 0 の長 手 方 向 に沿 って一

定 間 隔 で配 列 され て い る。有機 E L 素 子 2 0 の各 々 を挟 む 両側 に は、有機 E

L 素 子 2 0 に駆 動 電 力 を供給 す るた め の素 子 電極 3 2 お よび 3 4 が 形成 され

て い る。 尚、 フ レキ シ ブル 基 板 1 0 上 に は有機 材 料 また は無機 材 料 か らな る

防湿膜 や 平坦 化膜 な どの機 能膜 が 1 層 以上 形成 され て いて もよ い。

[001 9] フ レキ シ ブル 基 板 1 0 の長 手 方 向の 両端 に は回転軸 1 2 a お よび 1 4 a が

接続 され て お り、 回転軸 1 2 a お よび 1 4 a の軸 周 りに フ レキ シ ブル 基 板 1

0 を巻 き取 る ことに よ り、供給 ロー ル 1 2 お よび 回収 ロー ル 1 4 が 形成 され

る。供給 ロー ル 1 2 は、未 使 用 の有機 E L 素 子 を蓄積 して お くた め の収 納 部

で あ り、 回収 ロー ル 1 4 は、例 えば故 障 また は劣化 した使 用済 み の有機 E L

素 子 を蓄積 して お くた め の収 納 部 で あ る。 回転軸 1 2 a お よび 1 4 a は 、 そ

れ ぞれ ギ ア また はベル トを介 して モー タ 5 2 お よび 5 4 に接続 され て お り、

モー タ 5 2 お よび 5 4 を駆 動 す る ことに よ り回転軸 1 2 a お よび 1 4 a が 回

転 し、未 使 用 の有機 E L 素 子 が供給 ロー ル 1 2 か ら送 出 され る と ともに使 用



済みの有機 E L 素子が回収 ロール 1 4 に回収 される。すなわち、有機 E L 素

子 2 0 の配列方向に沿ってフレキシブル基板 1 0 が供給 ロール 1 2 側か ら回

収 ロール 1 4 側に移動する。回転軸 1 2 a および 1 4 a は、フレキシブル基

板 1 0 の移動方向と直交する方向に向けられている。

[0020] 枠体 7 0 は、供給 ロール 1 2 、回収 ロール 1 4 および後述する基板ガイ ド

4 2 、 4 4 等の照明装置 1 の各構成要素を内部に収容する。このため、これ

らの各構成要素は外部か ら視認されないようになつている。枠体 7 0 は有機

E L 素子 2 0 の大きさとほぼ等 しいまたはこれよりも若干小さい光取 り出 し

開口部 7 2 を有する。有機 E L 素子 2 0 か ら放射された光は、光取 り出 し開

口部 7 2 か ら外部に取 り出せるようになつている。光取 り出 し開口部 7 2 は

例えば部分的に形成された光透過性部材により構成することとしてもよい。

この場合、光取 り出 し開口部 7 2 の表面が照明装置 1 の光取 り出 し面となる

。モータ 5 2 および 5 4 が制御部 6 0 か ら供給 されるモータ駆動信号に応 じ

て動作することにより、供給 ロール 1 4 に蓄積 されている未使用の有機 E L

素子 2 0 が順次光取 り出 し開口部 7 2 の形成位置 （以下使用位置 と称する）

に位置決めされる。フレキシブル基板 1 0 に形成された複数の有機 E L 素子

2 0 の各々は、使用位置において照明光源 としての機能を発揮する。尚、説

明のため図 1 において枠体 7 0 は省略されている。

[0021 ] —対の基板ガイ ド4 2 および 4 4 は、供給 ロール 1 2 か ら送出されるフレ

キシブル基板 1 0 を使用位置において平坦に保持 して照明装置 1 の光取 り出

し面とフレキシブル基板 1 0 とが平行となるようにフレキシブル基板 1 0 を

ガイ ドするとともに有機 E L 素子 2 0 に駆動電力を与える。基板ガイ ド4 2

および 4 4 は例えば有機 E L 素子 2 0 を棒状部材により構成され、供給 ロー

ル 1 2 と回収 ロール 1 4 の間においてフレキシブル基板 1 0 の表面に当接す

るように配置 される。また、基板ガイ ド4 2 および 4 4 は、その長手方向が

フレキシブル基板 1 0 の移動方向に対 して直交 し且つ光取 り出 し面に対 して

平行となるように配置 される。基板ガイ ド4 2 と4 4 は、有機 E L 素子 2 0

が使用位置に位置決めされたときに当該有機 E L 素子の素子電極 3 2 および



3 4 に当接されるように一定間隔を隔てて互いに平行になるように配置され

る。基板ガイ ド4 2 および 4 4 は、光取 り出 し開口部 7 2 の外側に配置され

、供給 ロール 1 2 および回収 ロール 1 4 は、基板ガイ ド4 2 および 4 4 の外

側であって且つこれよりも投光方向後方に配置される。

[0022] モータ 5 2 および 5 4 の駆動に伴ってフレキシブル基板 1 0 は、基板ガイ

ド4 2 および 4 4 上を摺動する。基板ガイ ド4 2 および 4 4 は、フレキシブ

ル基板 1 0 の移動を妨げないように、フレキシブル基板 1 0 と接触する部分

の断面形状が円弧状であることが好ましい。ただ し、この円弧の半径は、フ

レキシブル基板 1 0 が基板ガイ ド4 2 および 4 4 に沿って曲げられた状態の

ときに、フレキシブル基板 1 0 、有機 E L 素子 2 0 、素子電極 3 2 、 3 4 が

損傷することがない程度に十分に大きくする必要がある。基板ガイ ド4 2 お

よび 4 4 の形状は円柱状または円筒状の他、フレキシブル基板 1 0 と接する

面が湾曲 した角柱状であってもよい。基板ガイ ド4 2 および 4 4 の長さはフ

レキシブル基板 1 0 の幅よりも長いことが好ましいが、フレキシブル基板 1

0 の幅よりも短い棒状部材を間隔を隔てて複数個並べて構成 してもよい。

[0023] 基板ガイ ド4 2 および 4 4 を設けることにより、供給 ロール 1 2 および回

収 ロール 1 4 におけるフレキシブル基板 1 0 の巻き取 り量の変化に伴って口

一ルの径が変化 した場合でも、使用位置に位置決めされた有機 E L 素子 2 0

は、光取 り出 し面に対 して平行な状態が維持される。尚、図 1 ( b ) に示す

ように、補助ガイ ド4 0 2 および 4 0 4 を追加 してフレキシブル基板 1 0 を

両面から挟み込む構造としてもよい。

[0024] 基板ガイ ド4 2 および 4 4 は、それぞれ配線 2 0 2 および 2 0 4 を介 して

制御部 6 0 に接続される。図 5 に示すように、制御部 6 0 は、有機 E L 素子

2 0 を駆動するための駆動電力を生成する駆動電力生成回路 6 を有 してお

り、生成された駆動電力は配線 2 0 2 および 2 0 4 を介 して基板ガイ ド4 2

および 4 4 に供給される。基板ガイ ド4 2 および 4 4 の材料は特に限定され

ないが、基板ガイ ド4 2 および 4 4 が例えばプラスチックやガラス等の絶縁

体により構成される場合、基板ガイ ド4 2 および 4 4 には駆動電力生成部 6



か ら供給 された駆動電力を出力するガイ ド上電源電極 4 2 a および 4 4 a

がそれぞれ設けられる。ガイ ド上電源電極 4 2 a および 4 4 a は、例えば金

属の薄板またはワイヤをガイ ド表面に配置 した り、スパ ッタリング、蒸着、

めっきなどの方法でガイ ド表面に金属や導電性酸化物などの導電性材料を堆

積することにより形成することができる。有機 E L 素子 2 0 が使用位置に位

置決めされたときに、当該有機 E L 素子の素子電極 3 2 および 3 4 とガイ ド

上電源電極 4 2 a および 4 4 a とがそれぞれ接触することにより有機 E L 素

子 2 0 に駆動電力の供給が行われる。フレキシブル基板 1 0 は、供給 ロール

2 と回収 ロール 1 4 との間で一定の張力が与えられてお り、基板ガイ ド4

2 および 4 4 は一定の押圧でフレキシブル基板 1 0 に当接される。これによ

り、ガイ ド上電源電極 4 2 a および 4 4 a と、素子電極 3 2 および 3 4 との

電気的接触が良好に保たれる。尚、ガイ ド本体をアル ミニウムや銅などの導

電性材料で構成することも可能である。この場合、ガイ ド本体が電極 として

機能するためガイ ド上電源電極を別途設けることを要 しない。

[0025] 図 3 は、有機 E L 素子 2 0 の構造を例示す断面図である。有機 E L 素子 2

0 は、フレキシブル基板 1 0 上に陽極 2 1 、有機半導体層 2 8 、陰極 2 6 を

この順で積層することにより構成されるいわゆるポ トムエミッション型の発

光素子である。

[0026] 陽極 2 は、例えばスパ ッタリング法により1 0 0 n m程度の I T O ( Ind

i um T i n Ox i de) または I Z O ( Ind i um Z i nc Ox i de) などの導電性酸化物を

フレキシブル基板 1 0 上に成膜 した後、エッチングによりパターニングする

ことで形成される。陽極 2 は素子電極 3 4 に接続するようにパターニング

される。尚、陽極 2 1 の材料はA I などの金属やM g _ A g などの合金であ

つてもよい。成膜方法としてはスパ ッタリングの他、蒸着法やめつき法など

を用いることが可能である。バタ一ニングの方法としてはエツチングの他、

リフ トオフ法やマスク蒸着法などを用いることが可能である。

[0027] 有機半導体層 2 8 は例えばホール注入層 2 2 、ホール輸送層 2 3 、発光層

2 4 、電子注入層 2 5 をこの順で積層することにより構成される。ホール注



入 層 2 2 は例 えば厚 さ 1 0 n m 程 度 の銅 フタ ロシア ニ ン （C u P c ) に よ り

構 成 され 、ホー ル 輸 送 層 2 3 は例 えば厚 さ 5 0 n m 程 度 の ひ— N P D (B i s [N-

(1_naphthy l ) _N_pheny] benz i d i ne) に よ り構 成 され 、発 光 層 2 4 は例 えば厚 さ

5 0 n m 程 度 の A I q 3 (tr i s- (8- hydroxyqu i no I i ne) a I umi num) に よ り楕 成 さ

れ 、電子 注 入 層 2 5 は例 えば厚 さ 1 n m 程 度 の フ ッ化 リチ ウム （L i F ) に

よ り構 成 され る。有機 半 導体 層 2 8 を構 成 す る上 記 各 層 は例 えばマス ク蒸 着

法 な どに よ り成膜 す る ことが で き る。

[0028] 陰極 2 6 は、例 えばマス ク蒸 着 法 に よ り 1 O O n m 程 度 の A I を成膜 す る

ことで形成 され る。陰極 2 6 は素 子 電極 3 2 に接続 す る よ うにパ ター ニ ング

され る。 尚、陰極 2 6 の材 料 は M g _ A g な どの合金 で あ って もよ い し、 I

T O や I Z O な どの導 電性 酸 化 物 で あ って もよ い。

[0029] 尚 、有機 E L 素 子 2 0 を酸 素 や水 分 か ら保 護 す る 目的 で 、有機 E L 素 子 2

0 の全 面 を被 覆 す る よ うに有機 材 料 また は無機 材 料 か らな る封止膜 を形成 し

て もよ い。

[0030] 素 子 電極 3 2 お よび 3 4 は、有機 E L 素 子 2 0 の 陰極 2 6 お よび陽極 2 1

にそれ ぞれ 接続 され る。素 子 電極 3 2 お よび 3 4 は、陽極 2 また は陰極 2

6 と同 じ材 料 に よ り構 成 され て いて もよ い し、異 な る材 料 に よ り構 成 され て

いて もよ い。素 子 電極 3 2 お よび 3 4 の材 料 と して は、例 えば A I 、 C u 、

A u 、 A g な どの金 属 、 M g _ A g や A g _ P d _ C u な どの合金 、 I T O

や I Z O な どの導 電性 酸 化 物 、 P E D O T (ポ リ （3 、 4 _ エチ レンジォ キ

シ フ ェン） ） な どの導 電性 ポ リマー 、 A g や 力一 ポ ン プラ ックな どの導 電性

粒 子 を混 合 した樹 脂 や ゴム な どが挙 げ られ る。素 子 電極 3 2 お よび 3 4 の 形

状 は、基 板 ガイ ド4 2 お よび 4 4 と良好 な接触 が得 られ る よ うに十分 な接触

面積 を有 して い る限 り、特 に限 定 され な い。

[0031 ] 図 4 ( a ) 〜 （c ) に素 子 電極 3 2 お よび 3 4 の配置 のバ リエー シ ョンを

示す 。 図 4 ( a ) に示す よ うに、素 子 電極 3 2 お よび 3 4 を有機 E L 素 子 2

0 を挟 む 両側 に配置 して もよ い。 また 、 図 4 ( b ) に示す よ うに、素 子 電極

3 2 お よび 3 4 を有機 E L 素 子 2 0 の 一 辺 に沿 って配置 して もよ い。 この場



合、素子電極 3 2 および 3 4 の配置に対応するようにガイ ド上電源電極を配

置する必要がある。すなわち、ガイ ド上電源電極 4 2 a および 4 4 a は、基

板ガイ ド4 2 または 4 4 のいずれか一方に設けられ、他方のガイ ドにはガイ

ド上電源電極を設けることを要しない。また、図 4 ( c ) に示すように、 1

の有機 E L 素子に属する陰極側の素子電極 3 2 と当該 1 の有機 E L 素子に隣

接する他の有機 E L 素子に属する陽極側の素子電極 3 4 とを接続 してもよい

。この場合、フレキシブル基板 1 0 上の全ての有機 E L 素子 2 0 が直列に接

続された状態となるが、電力供給は基板ガイ ド4 2 および 4 4 を介して有機

E L 素子毎に行われるため、動作上問題となることはない。

[0032] 図 5 は、制御部 6 0 の構成を示すブロック図である。制御部 6 0 は、有機

E L 素子 2 0 を駆動するための駆動電力を生成するとともに、有機 E L 素子

2 0 の位置検出を行い、位置検出結果に基づいてモータ 5 2 および 5 4 の駆

動制御を行う。制御部 6 0 は、駆動電力生成回路 6 1 、電流センサ 6 2 、位

置検出回路 6 3 およびモータ駆動回路 6 4 と、により構成される。

[0033] 駆動電力生成回路 6 は、外部より供給される照明O N O F F指令に基

づいて駆動電力を生成する。生成された駆動電力は、配線 2 0 2 および 2 0

4 を介してガイ ド上電源電極 4 2 a および 4 4 a から出力される。電流セン

サ 6 2 は、配線 2 0 2 を経由して有機 E L 素子 2 0 に供給される駆動電流の

大きさに応じた電流検出信号を生成し、これを位置検出回路 6 3 に供給する

。位置検出回路 6 3 は、電流検出信号によって示される電流値が所定値より

も大きいことを検出すると有機 E L 素子 2 0 が使用位置に到来したことを示

す位置検出信号を生成し、これをモータ駆動回路 6 4 に供給する。モータ駆

動回路 6 4 は、外部より供給されるフレキシブル基板 1 0 の供給 回収指令

に基づいてモータ 5 2 および 5 4 を駆動する一方、位置検出回路 6 3 より供

給される位置検出信号に基づいてモータ 5 2 および 5 4 の駆動を停止させる

ベくモータ駆動信号を生成し、これをモータ 5 2 および 5 4 に供給する。

[0034] モータ 5 2 および 5 4 はそれぞれ、ギアまたはベル トを介して供給ロール

2 および回収ロール 1 4 の回転軸 1 2 a および 1 4 a に接続され、回転軸



2 a および 1 4 a を回転駆動する。モータ 5 2 および 5 4 がモータ駆動回

路 6 4 か ら供給されるモータ駆動信号に応 じて駆動されると、フレキシブル

基板 1 0 が供給 ロール 1 2 か ら送出されるとともに回収 ロール 1 4 に巻き取

られる。モータ 5 2 および 5 4 は直流モータ、交流モータ、ステッピングモ

—タなどにより構成することができるが、回転軸 1 2 a および 1 4 a を回転

駆動する機能を有する限 りその種類は特に限定されるものではない。尚、回

収 ロール 1 4 の回転軸 1 4 a のみにモータを接続 して、フレキシブル基板 1

0 の供給および回収を行うことも可能である。

[0035] 本実施例に係る照明装置 1 における有機 E L 素子 2 0 の交換動作について

以下に説明する。有機 E L 素子 2 0 に劣化や故障等の不具合が生 じた場合、

例えばユーザの手動によりモータ駆動回路 6 4 にフレキシブル基板 1 0 の供

給 回収指令が発せ られる。

[0036] これを受信 したモータ駆動回路 6 4 は、モータ 5 2 および 5 4 を動作させ

るべ < モータ駆動信号を生成する。モータ 5 2 および 5 4 は、モータ駆動信

号に応 じてそれぞれ回転軸 1 2 a および 1 4 a を所定の方向に回転させる。

回転軸 1 2 a および 1 4 a の回転に伴って、フレキシブル基板 1 0 は供給 口

—ル 1 2 側から回収 ロール 1 4 側へ基板ガイ ド4 2 および 4 4 と接触 しなが

ら移動する。すなわち、供給 ロール 1 2 か ら未使用の有機 E L 素子が光取 り

出 し開口部 7 2 (使用位置）に向けて送出されるとともに使用済みの有機 E

L 素子が回収 ロール 1 4 に回収される。

[0037] 供給 ロール 1 2 か ら送出された未使用の有機 E L 素子 2 0 が使用位置に達

するまでは、素子電極 3 2 および 3 4 とガイ ド上電源電極 4 2 a および 4 4

a とは非接触状態であるので、有機 E L 素子 2 0 に対 して駆動電力の供給は

行われない。供給 ロール 1 2 か ら送出された未使用の有機 E L 素子 2 0 が使

用位置に達すると、素子電極 3 2 および 3 4 とガイ ド上電源電極 4 2 a およ

び 4 4 a とが接触 し、駆動電力生成回路 6 において生成された駆動電力は

、基板ガイ ド4 2 および 4 4 を介 して当該有機 E L 素子 2 0 に供給される。

これに伴って配線 2 0 2 および 2 0 4 に駆動電流が流れる。



[0038] 電流センサ 6 2 は、この駆動電流に応 じた信号 レベルを有する電流検出信

号を生成 し、これを位置検出回路 6 3 に供給する。位置検出回路 6 3 は、電

流検出信号において示される電流値と所定の しきい値とを比較 して、検出さ

れた電流値が所定の しきい値よりも高いことを検出 した場合、有機 E L 素子

2 0 が使用位置に達 したことを示す位置検出信号を生成 し、これをモータ駆

動回路 6 4 に供給する。

[0039] モータ駆動回路 6 4 は、位置検出信号を受信すると、モータ 5 2 および 5

4 の回転を停止させるベ くモータ駆動信号を生成 し、これをモータ 5 2 およ

び 5 4 に供給する。モータ 5 2 および 5 4 は、このモータ駆動信号に応 じて

回転軸 1 2 a および 1 4 a の回転を停止させる。これにより、フレキシブル

基板 1 0 の移動が停止 して、供給 ロール 1 2 から送出された未使用の有機 E

L 素子が光取 り出 し開口部 7 2 の形成位置、すなわち使用位置に位置決めさ

れ、有機 E L 素子の交換動作が終了する。このとき、素子電極 3 2 および 3

4 は、それぞれガイ ド上電源電極 4 2 a および 4 4 a と接触 しており、駆動

電力生成回路 6 において生成された駆動電力は基板ガイ ド4 2 および 4 4

を介 して当該有機 E L 素子に供給され、当該有機 E L 素子が発光する。当該

有機 E L 素子から発せ られた光は、光取 り出 し開口部 7 2 力、ら取 り出される

[0040] 以上の説明から明らかなように、本発明の実施例に係る照明装置によれば

、複数の有機 E L 素子 2 0 の配列方向に沿ってフレキシブル基板 1 0 を移動

せ しめ、有機 E L 素子 2 0 を使用位置に位置決めする位置決め手段として、

位置検出回路 6 3 、モータ駆動回路 6 4 、モータ 5 2 および 5 4 、回転軸 1

2 a および 1 4 a 等を含む故、供給 ロール 1 2 に蓄積された未使用の有機 E

L 素子の使用位置への位置決めと、劣化または故障 した使用済みの有機 E L

素子の回収 ロール 1 4 への回収を自動で行うことが可能となる。従って、有

機 E L 素子の交換作業の手間を大幅に削減することが可能となる。

[0041 ] また、有機 E L 素子 2 0 の供給 回収に際 し、供給 ロール 1 2 と回収 口一

ル 1 4 の径の変動に関わ らず、基板ガイ ド4 2 および 4 4 はフレキシブル基



板 1 0 を使用位置において平坦に保持し、照明装置の光取り出し面とフレキ

シブル基板とが平行となるようにフレキシブル基板 1 0 をガイ ドするので、

照明装置の効率低下を防止することができる。

[0042] また、本発明の実施例に係る照明装置によれば、基板ガイ ド4 2 および 4

4 は、フレキシブル基板 1 0 をガイ ドする機能に加え、駆動電力の伝達経路

としての機能を備えるとともに、有機 E L 素子の位置検出機能をも担う。こ

のように、基板ガイ ド4 2 および 4 4 に複数の機能を持たせることにより、

部品点数を削減することができ、小型 軽量な照明装置を低コス 卜で製造す

ることが可能となる。

[0043] また、本発明の実施例に係る照明装置によれば、使用位置に位置決めされ

た有機 E L 素子のみを発光させるので、供給ロール 1 2 に蓄積された有機 E

L 素子を非発光状態で保管しておくことが可能となる。また、フレキシブル

基板 1 0 の両面に電極を形成することを要しないので、製造が容易であり製

造コス トを抑えることができる。

実施例 2

[0044] 図 6 ( a ) は、本発明の実施例 2 に係る照明装置の部分的な構成を示す平

面図である。本実施例に係る照明装置は、有機 E L 素子 2 0 の位置検出を行

うために、フレキシブル基板 1 0 上に素子電極 3 2 、3 4 から分離された基

板上分離電極 3 6 が設けられ、基板ガイ ド4 2 上にガイ ド上電源電極 4 2 a

から分離されたガイ ド上分離電極 4 6 が設けられている点が上記した実施例

に係る照明装置と異なる。他の構成部分については上記した実施例 1 と同

様である。以下、実施例 1 と相違する部分について詳細に説明する。

[0045] フレキシブル基板 1 0 上には、各有機 E L 素子 2 0 に付随して基板上分離

電極 3 6 が設けられている。基板上分離電極 3 6 は、例えば素子電極 3 2 の

近傍に配置され且つ素子電極 3 2 から電気的に分離されている。基板上分離

電極 3 6 は、各有機 E L 素子 2 0 に付随して少なくとも 1 つ設けられていれ

ばよく、素子電極 3 4 の近傍に形成されていてもよい。基板上分離電極 3 6

の形状やサイズに特に限定はないが、素子電極 3 2 および 3 4 よりも小さい



サイズで形成することが可能である。

[0046] 図 6 ( a ) に示すように、基板ガイ ド4 2 上には基板上分離電極 3 6 に対

応ずる位置に一片のガイ ド上分離電極 4 6 が設けられている。ガイ ド上分離

電極 4 6 は、例 えばガイ ド上電源電極 4 2 a の近傍に配置 され且つガイ ド上

電源電極 4 2 a か ら電気的に分離 されている。尚、ガイ ド上分離電極 4 6 は

、基板上分離電極 3 6 の配置に応 じて基板ガイ ド4 2 および 4 4 の うちのい

ずれか一方にのみ形成 されていればよい。

[0047] 有機 E L 素子 2 0 が使用位置に達 したときに、ガイ ド上電源電極 4 2 a が

素子電極 3 2 と基板上分離電極 3 6 の双方に接触 し且つガイ ド上分離電極 4

6 が基板上分離電極 3 6 にのみ接触するように各電極 3 6 、 4 2 a 、 4 6 が

配置 される。このような電極配置 とすることによ り、有機 E L 素子 2 0 が使

用位置に到来すると、ガイ ド上分離電極 4 6 は基板上分離電極 3 6 を介 して

ガイ ド上電源電極 4 2 a と電気的に接続 される。これによ り、ガイ ド上分離

電極 4 6 にはガイ ド上電源電極 4 2 a か ら出力される駆動電圧が印加 される

[0048] 図 6 ( b ) は、図 6 ( a ) に示す態様の基板上分離電極 3 6 およびガイ ド

上分離電極 4 6 を用いて有機 E L 素子 2 0 の位置検出を行 うための制御部 6

0 b の構成を示すプロック図である。制御部 6 0 b は、上記実施例 1 におけ

る電流センサ 6 2 に代えて電圧センサ 6 5 を有する。電圧センサ 6 5 は、ガ

ィ ド上分離電極 4 6 に接続 され、ガイ ド上分離電極 4 6 に生ずる電圧の大き

さに応 じた信号 レベル を有する電圧検出信号を生成 し、これを位置検出回路

6 3 に供給する。位置検出回路 6 3 は、電圧センサ 6 5 よ り供給 される電圧

検出信号によって示される電圧値が所定値よ りも大きいことを検出 したとき

に有機 E L 素子 2 0 が使用位置に到来 した ことを示す位置検出信号を生成す

る。すなわち、位置検出回路 6 3 は、ガイ ド上分離電極 4 6 と基板上分離電

極 3 6 との接触に伴いガイ ド上分離電極 4 6 に駆動電圧が印加 された ことを

検出 して有機 E L 素子 2 0 の位置検出を行 う。

[0049] 図 7 ( a ) は、ガイ ド上分離電極 4 6 の他の形態を示 した平面図である。



同図に示す よ うに、ガイ ド上分離電極 4 6 は互 いに電気的に絶縁 され た 2 つ

のセ グメン トによ り構成 され て いて もよい。有機 E L 素子 2 0 が使用位置 に

到来 した ときに、 この 2 つのセ グメン トはそれ ぞれ 、基板上分離電極 3 6 に

接触す るよ うに配置 され 、ガイ ド上電源 電極 4 2 a は基板上分離電極 3 6 と

接触 しな いよ うに配置 され る。 この よ うな電極配置 とす る ことによ り、有機

E L 素子 2 0 が使用位置 に到来 した ときに、ガイ ド上分離電極 4 6 の 2 つの

セ グメン トは、基板上分離電極 3 6 を介 して互 いに電気的に接続 （短絡） さ

れ る。

[0050] 図 7 ( b ) は、図 7 ( a ) に示す態様 の基板上分離電極 3 6 およびガイ ド

上分離電極 4 6 を用 いて有機 E L 素子 2 0 の位置検 出 を行 うための制御部 6

0 c の構成 を示す ブ ロック図で ある。制御部 6 0 c は、図 6 ( b ) に示す電

圧セ ンサ 6 5 に代 えて抵抗セ ンサ 6 6 を有す る。抵抗セ ンサ 6 6 は、ガイ ド

上分離電極 4 6 に接続 され 、ガイ ド上分離電極 4 6 のセ グメン ト間の抵抗の

大 き さに応 じた信号 レベ ル を有す る抵抗検 出信号 を生成 し、 これ を位置検 出

回路 6 3 に供給す る。位置検 出回路 6 3 は、抵抗セ ンサ 6 6 よ り供給 され る

抵抗検 出信号 によ って示 され る抵抗値が所定値 よ りも低 い ことを検 出 した と

きに有機 E L 素子 2 0 が使用位置 に到来 した ことを示す位置検 出信号 を生成

す る。す なわ ち、位置検 出回路 6 3 は、ガイ ド上分離電極 4 6 と基板上分離

電極 3 6 との接触 に伴 いガイ ド上分離電極 4 6 のセ グメン ト間が短絡 され た

ことを検 出 して有機 E L 素子 2 0 の位置検 出 を行 う。

[0051 ] この よ うに、実施例 2 に係 る照 明装置 では、基板上分離電極 3 6 とガイ ド

上分離電極 4 6 の接触 によ って生ず るガイ ド上分離電極 4 6 の電位状態 に基

づ いて有機 E L 素子 2 0 の位置検 出 を行 って有機 E L 素子 2 0 の位置決め を

行 う。実施例 2 に係 る照 明装置 によれ ば、有機 E L 素子への電 力供給 と、有

機 E L 素子の位置検 出 とを個別 に行 うことが可能 とな る。

実施例 3

[0052] 図 8 ( a ) は、本発 明の実施例 3 に係 る照 明装置 の部分 的な構成 を示す平

面図で ある。本実施例 に係 る照 明装置 は、上記 した実施例 2 に係 る照 明装置



と同様、フレキシブル基板 1 0 上および基板ガイ ド4 2 、 4 4 上にそれぞれ

基板上分離電極 3 6 およびガイ ド上分離電極 4 6 が設けられている。本実施

例に係る照明装置は、基板上分離電極 3 6 およびガイ ド上分離電極 4 6 を用

いてフレキシブル基板 1 0 上に設けられた複数の有機 E L 素子 2 0 の個体識

別を行 う。以下、実施例 1 および 2 と相違する部分について詳細に説明する

[0053] フ レキシブル基板 1 0 上には、各有機 E L 素子 2 0 に付随 して基板上分離

電極 3 6 が設けられている。基板上分離電極 3 6 は、素子電極 3 2 の近傍に

配置 され且つ素子電極 3 2 か ら電気的に絶縁 されている。基板上分離電極 3

6 は、付随する有機 E L 素子毎に異なるパターンを有する。図 8 ( b ) に有

機 E L 素子 2 0 の各々に付随する基板上分離電極 3 6 のパターンの一例 を示

す。基板上分離電極 3 6 は、例 えば付随する有機 E L 素子毎に櫛歯の本数が

異なる櫛歯型のパターンを有する。図 8 ( b ) の例では、互いに異なる 7 種

類のパターンが例示されている。この 7 種類のパターンによ り、フレキシブ

ル基板 1 0 上に形成 された 7 つの有機 E L 素子を識別することができる。

[0054] 図 8 ( a ) に例示すように、ガイ ド上分離電極 4 6 は、基板上分離電極 3

6 の櫛歯パターンに対応 した 3 つのセグメン トによ り構成 される。有機 E L

素子 2 0 が使用位置に到来すると、基板上分離電極 3 6 の図中最 も左に位置

する櫛歯は、ガイ ド上電源電極 4 2 a に接触する一方、他の櫛歯はガイ ド上

分離電極 4 6 の対応するセグメン トに接触する。これによ り、ガイ ド上分離

電極 4 6 は基板上分離電極 3 6 を介 してガイ ド上電源電極 4 2 a と電気的に

接続 される。ガイ ド上分離電極 4 6 の各セグメン トには、基板上分離電極 3

6 の櫛歯パターンに応 じて付随する有機 E L 素子毎に互いに異なる態様で駆

動電圧が印加 される。

[0055] 電圧センサ 6 5 (図 6 ( b ) 参照）は、ガイ ド上分離電極 4 6 に生 じる電

圧の大きさに応 じた信号 レベルを有する電圧検出信号を基板上分離電極 3 6

のパターンに応 じてセグメン ト毎に出力する。位置検出回路 6 3 は、電圧セ

ンサ 6 5 よ り供給 される電圧検出信号によって示される電圧値が所定値を超



えた ことを検出すると有機 E L 素子 2 0 が使用位置に到来 した ことを示す位

置検出信号を生成する。更に、位置検出回路 6 3 は、ガイ ド上分離電極 4 6

の どのセグメン トに電圧が発生 しているかを検出 して有機 E L 素子 2 0 を特

定 して、その結果を識別信号 として出力する。

[0056] 識別信号は、例 えば供給 ロール 1 2 に蓄積 された未使用の有機 E L 素子の

残数を表示するために使用することができる。この場合、位置検出回路 6 3

に接続 された残数表示部 （図示せず）が設けられ、機 E L 素子の残数は例 え

ば、数値やランプの点灯数などの表示形態で表示される。

[0057] 図 9 は、有機 E L 素子 2 0 の個体識別を行 うための他の構成を示す平面図

である。同図に示すように、付随する有機 E L 素子毎に互いに異なる抵抗値

を有する抵抗素子 3 7 が基板上分離電極 3 6 のセグメン ト間に設けられてい

る。ガイ ド上分離電極 4 6 は、有機 E L 素子 2 0 が使用位置に到来 したとき

に基板上分離電極 3 6 の各セグメン トに接触するように配置 された互いに絶

縁 された 2 つのセグメン トによ り構成 される。

[0058] 抵抗センサ 6 6 (図 7 ( b ) 参照）は、ガイ ド上分離電極 4 6 のセグメン

ト間の抵抗の大きさに応 じた信号 レベルを有する抵抗検出信号を生成 し、こ

れを位置検出回路 6 3 に供給する。位置検出回路 6 3 は、抵抗センサ 6 6 よ

り供給 される抵抗検出信号によって示される抵抗値が所定値よ りも低いこと

を検出 したときに有機 E L 素子 2 0 が使用位置に到来 した ことを示す位置検

出信号を生成する。更に、位置検出回路 6 3 は、抵抗検出信号によって示さ

れる抵抗値に基づいて有機 E L 素子 2 0 の個体識別を行い、識別結果に応 じ

た識別信号を生成する。

[0059] このように、本実施例に係る照明装置よれば、基板上分離電極 3 6 のバタ

—ンゃ抵抗素子を有機 E L 素子の識別標識 として用いることによ り、有機 E

L 素子 2 0 の位置検出と個体識別を同時に行 うことが可能 とな り、照明装置

の利便性を更に高めることができる。例 えば、フレキシブル基板 1 0 上に互

いに異なる発光色または発光形状を有する複数の有機 E L 素子を形成 し、こ

れ らを選択的に使用位置に位置決めするといつた利用も可能 とな り、 1 つの



装置で多彩な発光態様を実現することが可能となる。

実施例 4
[0060] 図 1 0 ( a ) は、本発明の実施例 4 に係る照明装置 4 の構成を示す斜視図

、図 1 0 ( b ) は、図 1 0 ( a ) における 1 0 b _ 1 0 b 線に沿った断面図

である。図 1 0 ( c ) は、本実施例に係る基板ガイ ド4 8 の有機 E L 素子 2

0 との当接面を示す平面図である。本実施例に係る照明装置 4 は、基板ガイ

ド4 8 の形状が上記各実施例 と異なる。他の構成部分は、上記 した実施例 1

と同様である。

[0061 ] 基板ガイ ド4 8 は、有機 E L 素子 2 0 が使用位置にあるときに、当該有機

E L 素子 2 0 の全面および素子電極 3 2 、 3 4 に当接される平坦面を有する

面状部材により構成される。基板ガイ ド4 8 は、有機 E L 素子 2 0 と当接す

る面が照明装置の光取 り出 し面と平行となるように配置される。フレキシブ

ル基板 1 0 は、供給 ロール 1 2 および回収 ロール 1 4 の回転に応 じて基板ガ

ィ ド4 8 の表面を摺動する。基板ガイ ド4 8 は、フレキシブル基板 1 0 の移

動を妨げないように、端面の断面形状が円弧状であることが好ましい。ただ

し、この円弧の半径は、フレキシブル基板 1 0 が基板ガイ ド4 8 の端面に沿

つて曲げられた状態のときに、フレキシブル基板 1 0 、有機 E L 素子 2 0 、

素子電極 3 2 、 3 4 が損傷することがない程度に十分に大きくする必要があ

る。

[0062] 基板ガイ ド4 8 は、熱伝導性の高い材料により構成されていることが好ま

しく、例えばアル ミや銅などの金属により構成される。また、基板ガイ ド4

8 は絶縁体により構成されていてもよい。基板ガイ ド4 8 の表面には、ガイ

ド上電源電極 4 2 a および 4 4 b が設けられている。ガイ ド上電源電極 4 2

a および 4 4 a は、有機 E L 素子 2 0 が使用位置に到来 したときに、素子電

極 3 2 および 3 4 に接触するように配置される。基板ガイ ド4 8 が導電性材

料により構成されている場合、ガイ ド上電極 4 2 a および 4 4 a の直下に絶

縁性を有する樹脂などからなる絶縁シ一 ト4 9 を設け、電極 4 2 a _ 4 4 a

間を絶縁 しておく必要がある。



[0063] 基板ガイ ド4 8 は、上記各実施例において示 した棒状部材か らなる一対の

基板ガイ ド4 2 および 4 4 と同様、使用位置においてフレキシブル基板 1 0

を平坦に保持 して光取 り出 し面とフレキシブル基板 1 0 とが平行 となるよう

に供給 ロール 1 2 か ら順次送出されるフレキシブル基板 1 0 をガイ ドすると

ともに有機 E L 素子 2 0 に駆動電力を与える。さらに、基板ガイ ド4 8 は、

有機 E L 素子 2 0 の全面と接する平坦面を有 していることか ら、有機 E L 素

子 2 0 か ら発せ られた熱を効率的に外部に放出するヒー トシンクとしても機

能有する。尚、基板ガイ ド4 8 に、上記実施例 2 および 3 において示 したガ

ィ ド上分離電極 4 6 を設けることも可能である。

実施例 5

[0064] 図 1 1 は、本発明の実施例 5 に係る照明装置を構成する制御部 6 0 d の構

成を示すブロック図である。本実施例に係る照明装置は、有機 E L 素子 2 0

の劣化を検出するとともに、劣化検出時に有機 E L 素子 2 0 の交換を自動で

行 う機能を有する。かかる機能を実現するため、制御部 6 0 d は実施例 1 に

おける制御部 6 0 の構成に加え、劣化検出回路 6 7 を更に有する。他の構成

部分は上記 した実施例 1 と同様である。

[0065] 劣化検出回路 6 7 は、ガイ ド上電源電極 4 2 a および 4 4 a と電気的に接

続 され、駆動時における有機 E L 素子 2 0 の陽極—陰極間の電圧をモニタす

る。有機 E L 素子 2 0 は劣化が進行すると発光輝度が低下するとともに順方

向電圧が上昇するという特性を有する。劣化検出回路 6 7 はこの特性を利用

して有機 E L 素子 2 0 の劣化検出を行 う。すなわち、劣化検出回路 6 7 は基

板ガイ ド4 2 および 4 4 を介 して観測 される有機 E L 素子 2 0 の陽極—陰極

間の順方向電圧が所定の しきい値よ りも高いことを検出 した場合にフレキシ

ブル基板 1 0 の供給 回収指令を生成 し、これをモータ駆動回路 6 4 に供給

する。

[0066] モータ駆動回路 6 4 は、供給 回収指令を受信すると、モータ 5 2 および

5 4 を回転 させるベ くモータ駆動信号を生成する。モータ 5 2 および 5 4 は

、モータ駆動信号に応 じてそれぞれ回転軸 1 2 a および 1 4 a を所定の方向



に回転 させる。これによ り、供給 ロール 1 2 か ら未使用の有機 E L 素子が送

出されるとともに、使用済みの有機 E L 素子が回収 ロール 1 4 に回収 され、

有機 E L 素子の交換動作が開始 される。交換動作のその後のプロセスは上記

した実施例 1 と同様である。

[0067] このように、本実施例に係る照明装置によれば、有機 E L 素子の劣化が進

行 したときに、有機 E L 素子の交換動作が自動的に開始 されるので、有機 E

L 素子の交換に際 してユーザが介在する必要がな くな り、利便性を更に向上

させることができる。

[0068] 尚、有機 E L 素子 2 0 の劣化検出は、有機 E L 素子 2 0 の発光輝度をモニ

タすることでも実現することが可能である。具体的には、有機 E L 素子 2 0

か ら放射 される光を受光できる位置にフォ トダイオー ド等の受光素子 （図示

せず）を配置する。受光素子は、受光 した光の強度に応 じた光電流を生成す

る。劣化検出回路 6 7 は、受光素子が生成する光電流をモニタ し、光電流が

所定の しきい値よ りも小 さいことを検出 した場合にフレキシブル基板 1 0 の

供給 回収指令を生成する。

実施例 6

[0069] 図 1 2 は、本発明の実施例 6 に係る表示装置 6 の構成を示す平面図である

。上記各実施例では、有機 E L 素子を照明光源 として用いたが、本実施例で

は複数の有機 E L 素子を表示装置の表示画素 として用いる。本実施例に係る

表示装置 6 において、フレキシブル基板 1 0 上には、任意の文字、画像およ

び映像などを表示するための表示ュニッ ト8 0 が形成 されている。表示ュニ

ッ ト8 0 は、行方向に配列 された行電極 3 2 a 〜 3 2 e と、行電極 3 2 a 〜

3 2 e と交差するように列方向に配列 された列電極 3 4 a 〜 3 4 e と、行電

極 3 2 a 〜 3 2 e と列電極 3 4 a 〜 3 4 e の各交差部においてこれ らの電極

に挟持 された複数の有機 E L 素子 2 0 によ り構成 される。行電極 3 2 a 〜 3

2 e は有機 E L 素子 2 0 の陰極 2 6 に接続 され、列電極 3 4 a 〜 3 4 e は有

機 E L 素子 2 0 の陽極 2 に接続 される。すなわち、行電極 3 2 a 〜 3 2 e

および列電極 3 4 a 〜 3 4 e は、上記各実施例における素子電極 3 2 および



3 4 に対応する。行電極と列電極の間に挟まれた有機 E L 素子 2 0 の各々は

表示セルとして機能する。フレキシブル基板 1 0 上には、複数の表示ュニッ

ト8 0 が形成されており、未使用の表示ユニッ トは供給 ロール 1 2 に蓄積さ

れ、劣化または故障 した表示ュニッ トは回収 ロールに蓄積される。

[0070] 基板ガイ ド4 2 および 4 4 は、その長手方向がフレキシブル基板 1 0 の移

動方向に対 して直交 し且つ光取 り出 し面に対 して平行となるように配置され

る。基板ガイ ド4 2 および 4 4 上には、行電極 3 2 a 〜 3 2 e および列電極

3 4 a 〜 3 4 e に対応するガイ ド上電源電極 4 2 a 〜 4 2 e および 4 4 a 〜

4 4 e が形成されている。表示ュニッ ト8 0 が使用位置に位置到来 したとき

に、列電極 3 2 a 〜 3 2 e および行電極 3 4 a 〜 3 4 e とガイ ド上電源電極

4 2 a 〜 4 2 e および 4 4 a 〜 4 4 e とがそれぞれ接触するように各電極が

配置されている。またフレキシブル基板 1 0 および基板ガイ ド4 2 上にはそ

れぞれ、表示ュニッ ト8 0 を使用位置に位置決めするための基板上分離電極

3 6 およびガイ ド上分離電極 4 6 が形成されている。

[0071 ] 表示ユニッ ト8 0 を構成する有機 E L 素子の各々は、所謂パッシブマ トリ

クス方式により駆動される。すなわち、行電極 3 2 a 〜 3 2 e および列電極

3 4 a 〜 3 4 e を介 して表示セルを選択的に発光させることにより、任意の

文字、画像および映像を表示する。

[0072] 図 1 3 は、本実施例に係る制御部 6 0 e の構成を示すプロック図である。

表示コン トローラ 9 は、外部から与えられる映像信号を受信すると、表示

ュニッ ト8 0 において当該映像信号に応 じた画像を表示すべ く制御信号を生

成 し、これをロウ ドライバ 9 2 およびカラム ドライバ 9 3 に供給する。ロウ

ドライバ 9 2 は、当該制御信号に基づいて行電極 3 2 a 〜 3 2 e に順次所定

の電圧を印加 していく。この電圧印加期間が行電極 3 2 a 〜 3 2 e の選択期

間とされる。カラム ドライバ 9 3 は行電極 3 2 a 〜 3 2 e の選択期間に同期

して列電極 3 4 a 〜 3 4 e に選択的に駆動電力を供給 していく。これにより

、表示ュニッ ト8 0 は入力映像信号に対応 した映像を表示する。

[0073] 尚、表示ュニッ ト8 0 の交換動作は例えば上記 した実施例 2 の場合と同様



とすることができる。すなわち、抵抗センサ 6 6 がガイ ド上分離電極 4 6 の

セグメン ト間の抵抗値をモニタ し、位置検出回路 6 3 は、モニタされた抵抗

値が所定値よ りも低いことを検出すると表示ュニッ ト8 0 が使用位置に到来

した ことを示す位置検出信号を生成する。これによ り、表示ユニッ ト8 0 の

位置検出が行われ、表示ュニッ ト8 0 の交換を自動で行 うことが可能 となる

。このように、本実施例に係る構成によれば、上記実施例 1 に係る照明装置

の効果と同様の効果を表示装置においてももた らす ことができる。

実施例 7

[0074] 図 1 4 は、本発明の実施例 7 に係る太陽光発電装置 7 の構成を示す斜視図

である。上記各実施例では、光電変換素子の一種である有機 E L 素子を照明

光源または表示画素 として機能 させた。本実施例では光電変換素子 として光

起電力素子を用い、これを太陽電池として機能 させている。すなわち、本実

施例に係る太陽光発電装置 7 において、フレキシブル基板 1 0 上には、受光

した光を電力に変換 して出力する複数の光起電力素子 1 0 0 がフレキシブル

基板 1 0 の長手方向に配列 されている。

[0075] 太陽光発電装置 7 の基本構成は、有機 E L 素子が光電変換素 1 0 0 に置 き

換わる点を除き、実施例 1 に係る照明装置 1 と同様である。すなわち、未使

用の光起電力素子は供給 ロール 1 2 に蓄積 され、劣化または故障 した使用済

みの光起電力素子が回収 ロール 1 4 に蓄積 される。供給 ロール 1 2 および回

収 ロール 1 4 がモータ 5 2 および 5 4 の駆動力によ り回転することで、フレ

キシブル基板 1 0 は供給 ロール 1 2 側か ら回収 ロール 1 4 側へ光起電力素子

0 0 の配列方向に沿 って基板ガイ ド4 2 および 4 4 と接触 しなが ら移動す

る。フレキシブル基板 1 0 上に形成 された複数の光起電力素子 1 0 0 の各々

は、これ らが使用位置に位置決めされたときに太陽電池としての機能を発揮

する。また、フレキシブル基板 1 0 およびガイ ド4 4 にはそれぞれ、光起電

力素子 1 0 0 を使用位置に位置決めするための基板上分離電極 3 6 およびガ

ィ ド上分離電極 4 6 が形成 されている。

[0076] 図 1 5 は、本実施例に係る光起電力素子 1 0 0 の構成を例示す断面図であ



る。光起電力素子 1 0 0 は、フ レキシブル基板 1 0 上 に陽極 1 0 1 、有機半

導体層 1 0 8 、陰極 1 0 6 を この順で積層す ることによ り構成 され る。

[0077] 陽極 1 0 1 は、例 えばスパ ッタ リング法によ り厚 さ 1 0 0 n m 程度の I T

O ( Ind i um T i n Ox i de) または I Z O ( Ind i um Z i nc Ox i de) な どの導電性酸

化物 をフ レキシブル基板 1 0 上 に成膜 した後、エ ッチングによ りパ ターニン

グす ることで形成 され る。陽極 1 0 1 は素子電極 3 4 に接続す るようにバ タ

—ニングされ る。尚、陽極 1 0 1 の材料 は A I な どの金属やM g _ A g な ど

の合金 によ り構成 されていてもよい。成膜方法 と してはスパ ッタ リングの他

、蒸着法やめ つき法な どを用 いることが可能である。パ ターニングの方法 と

してはエ ッチングの他、 リフ トオ フ法やマスク蒸着法な どを用 いることが可

能である。

[0078] 有機半導体層 1 0 8 は例 えばホール取 り出 し層 1 0 2 、発電層 1 0 3 、電

子取出 し層 1 0 4 、励起子 ブロッキ ング層 1 0 5 を この順で積層す ることに

よ り構成 され る。ホール取 り出 し層 1 0 2 は例 えば厚 さ 2 0 n m 程度の銅 フ

タロシアニン （C u P c ) によ り構成 され、発電層 1 0 3 は例 えば銅 フタ口

シァニン （C u P c ) およびフラー レン （C 6 0 ) をモル比 1 ：1 で混合 した

厚 さ 4 0 n m 程度の混合材料 によ り構成 され、電子取 り出 し層 1 0 4 は例 え

ば厚 さ 3 0 n m 程度の フラー レン （C 6 0 ) で構成 され、励起子 ブロッキ ング

層 1 0 5 は例 えば厚 さ 1 0 门巾程度の 〇卩 (2, 9-D imethy I -4, 7-d i pheny I- 1

, 0-phenanthro l i ne) で構成 され る。有機半導体層 1 0 8 を構成す る各層は

例 えばマスク蒸着法な どによ り成膜 され る。尚、有機半導体層 1 0 8 を構成

す る各層の材料 は例示 した C u P c な どの低分子有機半導体 に限 らず、 P 3

H T (po l y (3-hexy l t h i ophene) ) な どの高分子有機半導体や、フラー レン、

カーボ ンナノチュー ブな どでもよ く、特に限定 されない。また、各層の成膜

方法 と してマスク蒸着法以外にインクジエツ ト法ゃ凸版印刷法な どの塗布法

を用 いてもよい。

[0079] 陰極 1 0 6 は、例 えばマスク蒸着法によ り 1 O O n m 程度の A I を成膜す

ることで形成 され る。陰極 1 0 6 は素子電極 3 2 に接続す るようにパ ター二



ングされ る。尚、陰極 1 0 6 の材料 は A I な どの金属やM g _ A g な どの合

金 によ り構成 されていてもよい し、 I T O や I Z O な どの導電性酸化物によ

り構成 されていてもよい。

[0080] 尚、光起電力素子 1 0 0 を酸素や水分か ら保護す る目的で、光起電力素子

0 0 の全面を被覆す るように有機材料 または無機材料か らなる封止膜 を形

成 してもよい。また、光起電力素子 1 0 0 は 1 つのセルか ら構成 されていて

もよい し、互 いに直列接続 または並列接続 された複数のセルに分割 されてい

てもよい。また、上記 した例 では有機半導体層 1 0 8 をホール取 り出 し層 1

0 2 、発電層 1 0 3 、電子取出 し層 1 0 4 、励起子 ブロッキ ング層 1 0 5 に

よ り構成 したが、 これ らの他 に平坦化層や光学バ ッファ一層な どの機能層 を

挿入 してもよい。また、有機半導体層 1 0 8 を繰 り返 し積層 した所謂 タンデ

ム構造 と してもよい。 この場合、積層 した各ユニ ッ トは構成や材料が互 いに

異な っていてもよい。

[0081 ] 有機半導体層 1 0 8 は光 を受けると直流電力を発電す る。生成 された電力

は素子電極 3 2 および 3 4 か ら取 り出 され、基板ガイ ド4 2 および 4 4 を介

して制御部 6 0 f に供給 され る。基板ガイ ド4 2 および 4 4 には、光起電力

素子 1 0 0 が使用位置 に位置決め された ときに素子電極 3 2 および 3 4 に接

触す るように配置 されたガイ ド上受電電極 4 2 c および 4 4 c が設 けられて

いる。

[0082] 図 1 6 は、本実施例 に係 る制御部 6 0 f の構成 を示す プロック図である。

光起電力素子 1 0 0 において生成 された電力は、ガイ ド上受電電極 4 2 c お

よび 4 4 c によ り受電 され、配線 2 0 2 および 2 0 4 を介 してインバ一 タ 6

8 に供給 され る。インバー タ 6 8 は光起電力素子 1 0 0 において生成 された

直流電力を所望の周波数および電圧の交流電力に変換 して これ を出力端子 6

9 に出力す る。尚、光起電力素子 1 0 0 において生成 された直流電流 を任意

の電圧に昇圧または降圧 して出力す る D C _ D C コンバ一 タをィンバ一 タ 6

9 の代わ りにまたはインバ一 タ 6 9 とともに設 けることと してもよい。

[0083] 光起電力素子 1 0 0 の交換動作は例 えば上記 した実施例 2 の場合 と同様 と



す ることができる。すなわち、抵抗セ ンサ 6 6 がガイ ド上分離電極 4 6 のセ

グメ ン ト間の抵抗値 をモニタ し、位置検出回路 6 3 は、モニタされた抵抗値

が所定値 よ りも低 いことを検出す ると位置検出信号 を生成す る。 これ によ り

、光起電力素子 1 0 0 の位置検出が行われ、光起電力素子 1 0 0 の交換 を自

動で行 うことが可能 となる。

本実施例 に係 る太陽光発電装置 7 は、屋外に設置 され ることが想定 され、

主に室内で使用 され る照明装置 と比較 して厳 しい環境 に曝 され る。 このため

、劣化や故障の可能性が高ま り、交換頻度 も高 くなると考 え られ る。本実施

例 に係 る太陽光発電装置 によれ ば、太陽電池 と して機能す る光起電力素子の

交換作業の手間を大幅に削減す ることが可能 となる。 このように、本実施例

に係 る構成によれ ば、上記実施例 1 に係 る照明装置の効果 と同様の効果を太

陽光発電装置 においてももた らす ことができる。

符号の説明

1 照明装置

1 0 フ レキシブル基板

1 2 供給 ロール

1 4 回収 ロール

1 2 a 、 1 4 a 回転軸

2 0 有機 E L 素子

3 2 、 3 4 素子電極

3 6 基板上分離電極

4 2 、 4 4 、 4 8 基板ガイ ド

4 2 a 、 4 4 a ガイ ド上電源電極

4 6 ガイ ド上分離電極

5 2 、 5 4 モー タ

6 0 制御部

6 3 位置検出回路

6 4 モー タ駆動回路
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請求の範囲

[請求項 1] 表面に複数の光電変換素子および前記複数の光電変換素子の各々に

接続 された素子電極 を有す るフ レキシブル基板 と、

前記複数の光電変換素子の配列方向に沿 って前記 フ レキシブル基板

を移動せ しめ、前記光電変換素子の少な くとも 1 つを使用位置 に位置

決めす る位置決め手段 と、

前記 フ レキシブル基板が摺動可能に当接 され、前記 フ レキシブル基

板の移動 をガイ ドす る基板ガイ ドと、を含み、

前記基板ガイ ドは、前記使用位置 において前記素子電極 と接触す る

導電部 を有す ることを特徴 とす る光半導体装置。

[請求項 2] 前記光半導体装置 は、前記光電変換素子 を駆動す る駆動電力を生成

す る駆動電力生成手段 を更に有 し、

前記基板ガイ ドは、前記駆動電力を出力す るガイ ド上電源電極 を前

記導電部 と して有 し、

前記光電変換素子の少な くとも 1 つは、前記使用位置 において前記

素子電極 と前記ガイ ド上電源電極 との接触 によって前記駆動電力の供

給 を受けることを特徴 とす る請求項 1 に記載の光半導体装置。

[請求項3] 前記位置決め手段は、前記光電変換素子への前記駆動電力の供給の

開始に応 じて前記 フ レキシブル基板の移動 を停止 させ ることを特徴 と

す る請求項 2 に記載の光半導体装置。

[請求項4] 前記 フ レキシブル基板は、前記光電変換素子の各々に付随 し且つ前

記素子電極か ら分離 された基板上分離電極 を有 し、

前記基板ガイ ドは、前記ガイ ド上電源電極か ら分離 されたガイ ド上

分離電極 を有 し、

前記位置決め手段は、前記基板上分離電極 と前記ガイ ド上分離電極

との接触 によって生ず る前記ガイ ド上分離電極の電位状態に応 じて前

記 フ レキシブル基板の移動 を停止 させ ることを特徴 とす る請求項 2 に

記載の光半導体装置。



前記基板上分離電極 は、付随す る光電変換素子毎に異なるパ ター ン

を有 し、

前記光半導体装置 は、前記基板上分離電極 と前記ガイ ド上分離電極

との接触 によって生ず る前記ガイ ド上分離電極の電位状態に応 じて前

記光電変換素子 を特定す る識別信号 を生成す る識別手段 を更に有す る

こ とを特徴 とす る請求項 4 に記載の光半導体装置。

前記基板ガイ ドは、前記使用位置 において前記光電変換素子の 1 つ

を挟む両側 に配置 され る一対の棒状部材 によ り構成 され る こ とを特徴

とす る請求項 1 乃至 5 の いずれか 1 つに記載の光半導体装置。

前記基板ガイ ドは、前記使用位置 において前記光電変換素子の 1 つ

に当接 され る平坦面を有す る面状部材 によ り構成 され ることを特徴 と

す る請求項 1 乃至 5 の いずれか 1 つに記載の光半導体装置。

前記光電変換素子は、複数のセルに分割 されていることを特徴 とす

る請求項 1 乃至 7 の いずれか 1 つに記載の光半導体装置。

前記素子電極 は、前記複数のセルの各々を間に挟む行電極 および列

電極か らなる こ とを特徴 とす る請求項 8 に記載の光半導体装置。

前記光電変換素子は、有機 E L 素子である こ とを特徴 とす る請求項

乃至 9 の いずれか 1 つに記載の光半導体装置。

前記光電変換素子は、受光 した光 を電力に変換 して出力す る光起電

力素子であ り、

前記基板ガイ ドは、前記使用位置 において前記光起電力素子によつ

て生成 された電力を前記素子電極 との接触 によって受電す るガイ ド上

受電電極 を前記導電部 と して有す る こ とを特徴 とす る請求項 1 に記載

の光半導体装置。

前記位置決め手段は、前記複数の光電変換素子の配列方向における

前記 フ レキシブル基板の両端に接続 された回転軸 を有 し、前記回転軸

の回転によって前記 フ レキシブル基板 を移動せ しめることを特徴 とす

る請求項 1 乃至 1 1 の いずれか 1 つに記載の光半導体装置。































INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

I PCT / JP2 0 1 1 / 0 5 2 0 1 1
A . CLASSIFICATION OF SUBJECT MATTER
F21 V1 9/0 0 ( 2 0 0 6 . 0 1 ) i , H01L31 / 0 4 2 ( 2 0 0 . 0 1 ) i , H01 L51 /50 ( 2 0 0 6 . 0 1 ) i ,
F21 Y1 05/0 0 { 2 6 . 1 ) n

According to International Patent Classification (IPC) or to both national classification and IPC

B . FIELDS SEARCHED
Minimum documentation searched (classification system followed by classification symbols)
F 2 1V1 9 / 0 0 , H 0 1 L 3 1 / 0 4 2 , H 0 1 L 5 1 / 5 0 , F 2 1 Y 1 0 5 / 0 0

Documentation searched other than minimum documentation to the extent that such documents are included in the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922-1 996 Jitsuyo Shinan Toroku Koho 1996-2011
Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1 971-2011 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994-2011

Electronic data base consulted during the international search (name of data base and, where practicable, search terms used)

C . DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

Y J P 2 0 0 9 - 1 7 6 6 3 3 A ( Pana soni c E l e c t r i c Wo rks Co . 2 , 6 , 8 - 1 0
Ltd . ) , 1 2

A 0 6 Augu s t 2 0 0 9 ( 0 6 . 0 8 . 2 0 0 9 ) , 3 - 5 , 7
paragraph s [ 0 0 0 6 ] t o [ 0 0 3 5 ] , [ 0 0 3 9 ] t o [ 0 0 5 3 ] ；
fig . 1 t o 9 , 1 3 t o 1 7
( a m i l y ： none )

Y J P 2 0 0 9 - 2 5 2 5 6 9 A ( Dainippon Pri n t ing Co . , 2 , 6 , 8 - 1 0
Ltd . ) , 1 2

A 2 9 Octobe r 2 0 0 9 ( 2 9 . 1 0 . 2 0 0 9 ) , 3 - 5 , 7
paragraph s [ 0 0 9 0 ] t o [ 0 0 9 1 ] ； fig . 8
( a m i l y ： none )

Y J P 1 0 - 3 1 3 1 3 0 A ( F u i E l e c t r i c Co . , Ltd . ) , 1 1 , 1 2
A 2 4 November 1 9 9 8 ( 2 4 . 1 1 . 1 9 9 8 ) , 5 , 7

paragraph s [ 0 0 1 6 ] t o [ 0 0 2 3 ] ； fig - 1 , 2
( a m i l y ： none )

Further documents are listed in the continuation of Box C . See patent family annex.

* Special categories of cited documents: " later document published after the international filing date or priority
"A document defining the general state of the art which i s not considered date and not in conflict with the application but cited to understand

to be of particular relevance the principle or theory underlying tiie invention

"E earlier application or patent but published on or after the international "X" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
filing date considered novel or cannot be considered to involve an inventive

L document which may throw doubts on priority claim(s) or which i s step when the document i s taken alone
cited to establish the publication date of another citation or other "Y" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
special reason (as specified) considered t o involve an inventive step when the document i s

"O" document referring to an oral disclosure, use, exhibnion or other means combined with one or more other such documents, such combination

"P" to the international filing date but later than being obvious to a person skilled in the art
"&" document member of the same patent family

Date of the actual completion of the international search Date of mailing of the international search report
2 0 Apri l , 2 0 1 1 ( 2 0 . 0 4 . 1 1 ) 1 0 May , 2 0 1 1 ( 1 0 . 0 5 . 1 1 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent O f f i c e

Facsimile No. Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

PCT / JP2 0 1 1 / 0 5 2 0 1 1

C (Continuation). DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

J P 2 0 0 4 - 3 3 1 9 9 1 (Canon I n c . ) , 2 , 6 , 8 - 12
2 5 November 2 0 0 4 (2 5 . 1 1 . 2 0 0 4 ) ,
paragraph s [ 0 0 4 6 ] t o [ 0 0 4 8 ] , [ 0 0 5 8 ] [ 0 0 63 ] ,
[ 0 0 73 ] , [ 0 0 7 6 ] , [ 0 0 8 1 ] ； f i g . 2 t o 5
( ami l y ： none )

J P 2 0 1 0 - 2 2 5 98 3 A (Koni c a Minol t a Ho ldings 2 , 6 , 8 - 12
I n c . ) ,
0 7 Octobe r 2 0 1 0 ( 0 7 . 1 0 . 2 0 1 0 ) ,
paragraph s [ 0 0 6 8 ] t o [ 0 0 7 7 ] ； fig . 8 , 9
( ami l y ： none )

J P 1 1 - 8 5 0 5 9 A (Cas i o Computer Co . , Ltd . ) 8 , 9
3 0 March 1 9 9 9 ( 3 0 . 0 3 . 1 9 9 9 ) ,
paragraph [ 0 0 0 6 ] ； fig . 13
& US 62 15 4 62 B l

J P 2 0 03 - 2 95 82 3 A (Optrex Corp . ) , 8 , 9
1 5 Octobe r 2 0 03 ( 15 . 1 0 . 2 0 0 3 ) ,
paragraph s [ 0 0 0 3 ] , [ 0 0 0 4 ] , [ 0 0 1 9 ] , [ 0 0 2 6 ]
[ 0 0 2 8 ] , [ 0 0 5 4 ] , [ 0 0 61 ] , [ 0 0 63 ] ； f i g . 1 ,
1 1 , 1 3 , 1 4 , 1 8
( ami l y ： none )

J P 2 0 0 9 - 1 5 8 1 8 8 A (Pana soni c E l ect r i c Wo rks
Co . , Ltd . ) ,
1 6 July 2 0 0 9 ( 1 6 0 7 . 2 0 0 9 ) ,
ent i r e text ； a l l drawings
( ami l y ： none )

Form PCT/ISA/2 10 (continuation of second sheet) (My 2009)



国際調査報告 国際出願番 号 P C P 2 0 5 2 0

発 明の属す る分野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. F21V19/00 (2006. 01) i ， H01L31/042 (2006. 01) i H01L51/50 (2006. 01) i ， F21Y105/00 (2006. 01) n

B . 調査 を行 った分野
調査 を行 った最小 限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. F21V19/00, H01L31/042, H01L51/50, F21Y105/00

最小 限資料以外の資料 で調査 を行 った分野に含 まれ るもの

日本 国実用新案公報
日本 国公 開実用新案公報
日本 国実用新案登録公報
日本 国登録実用新案公報 221

ooo9
国際調査で使用 した電子デ、 -ス （デぃ -ス の 9名111 称 、調査 に使用 した用語 )

6111
年年年年

関連す ると認 め られ る文献
引用文献の 関連す る
カテ ゴ リ一 水 引用文献名 及び一部 の箇所 が関連す る ときは、その関連す る箇所 の表示 請求項 の番号

Y J P 2009-176633 A ( パ ナ ソ ニ ッ ク 電 工 株 式 会 社 ） ，2009·08·06 ， 1，2，6，8-10 ，1
段 落 【0006 】 - 【0035 】 ， 【0039 】 - [0053] ，【図 1】 · 【図 9】，【図 2

A 13】 - 【図 17】 3-5 ，7
( フ ア ミ リー な し）

Y J P 2009-252569 Α (大 日本 印刷株 式会社 ) ，2009·10·29 ，段 落 【0090 】 1，2，6，8-10 ，1
- 【0091 】，【図 8】 2

A ( フ ア ミ リー な し） 3-5 ，7

c 欄 の続 きに も文献が列挙 されてい る。 匚 パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の後 に公表 された文献
ΓΑ 」特 に関連 のあ る文献 ではな く、一般 的技術水準 を示す 「Τ 」国際出願 日又 は優先 日後 に公表 され た文献 であって

もの 出願 と矛盾す るものではな く、発 明の原理又は理論
ΓΕ 」国際出願 日前 の出願 または特許 であ るが、国際出願 日 の理解 のために引用す るもの

以後 に公表 され た も の 「X 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発行 の新規性又 は進歩性 がない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由を確 立す るた めに引用す ΓΥ 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 と他 の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上の文献 との、当業者 に とって 自明である組合せ に

Γθ 」 口頭 に よる開示、使用、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
ΓΡ 」国際出願 日前 で、かつ優先権の主張の基礎 とな る出願 Γ& 」 同一パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国際調査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
2 0 . 0 4 . 2 0 0 . 0 5 . 2 0

国際調査機 関の名称及 びあて先 特許庁審査官 （権限のあ る職員） 3 X 9 4 2 8

日本 国特許庁 （I S A J Ρ )
河 端 賢

郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5
東京都千代 田区霞が関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 3 7 2

様式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ージ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調 査報告 国際出願番 号 P C P 2 0 0 5 2 0

C (続 き） . 関連す る と認 め られ る文献
引用文献 の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文献名 及 び一部 の箇所 が 関連す る ときは、そ の 関連す る箇所 の表示 請求項 の番 号

Y J 10-313130 Α (富 士 電機 株 式 会 社 ） ，1998.11.24 ，段 落 【0016 】 1，6，11，12

【0023 】，【図 1】，【図 2】
A ( フ ア ミ リー な し） 3-5 ，7

Y J P 2004-331991 A 味式 会社 ) ，2004·11·25 ，段 落 [0046] - 1，2，6，8-12
【0 0 4 8】 ， 【0058 】 【0063 】 ， 【0073 】 ， 【0076 】 ， 【0081 】，【図

2】 - 【図 5】
( フ ア ミ リー な し）

J P 2010-225983 A ( コ ユ カ ミ ノ ノレ タ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会
Υ 1，2，6，8-12

社 ） ，2010·10·07 ，段 落 【0068 】 - 【0077 】，【図 8】，【図 9】
( フ ア ミ リー な し）

J 11-85059 Α (カ シオ計 算機 株 式 会社 ），1999·03·30 ，段 落 【0006 】 ,
Υ 【図 13】 8，9

& U S 6215462 B 1

Υ J P 2003-295823 A ( ォ プ ト レ ッ ク ス 株 式 会 社 ） ，2003·10·15 8，9
段 落 【0003 】, [0004] , 【0019 】, 【0026 】, 【0028 】, [0054] , 【0061 】.
【0063 】，【図 1】， 【図 4】，【図 5】，【図 11】，【図 13】，【図 14】 ,
【図 18]
( フ ア ミ リー な し）

Y J P 2009-158188 Α ( パ ナ ソ ニ ッ ク 電 工 株 式 会 社 ） ，2009·07·16
全 文 ，全 図
( フ ア ミ リー な し）

様 式 P C T I S Α 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ の 続 き） （2 0 0 9 年 7 月）


	abstract
	description
	claims
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

